
 

宇治市教育委員会臨時会会議録 
 

日 時  令和４年２月２８日（月） 午後６時３０分 開議 

 

場 所  宇治市役所 ５０１会議室 

 

会 議 日 程 

 

日程第１  会議録署名委員の指名について 

日程第２  会期について 

日程第３  報告 

日程第４  議案第５号  宇治市立小・中学校体育施設の開放に関する規則の一部を改

正する規則を制定するについて 

日程第５  議案第６号  令和４年度宇治市教育の重点を策定するについて 

日程第６  議案第７号  教職員を任免するについて 

 

会議に付した事項 会議日程に同じ 

 

出席者 

（教育委員） 

教育長職務代理者  加 賀 爪 毅 

委      員  中 筋 斉 子 

委      員  小 山 栄 子 

委      員  左 聡 一 郎 

（出席職員職氏名） 

  部 長  伊 賀 和 彦    副 部 長  上 道 貴 志  

  学 校 管 理 課 長  吉田健一郎    生 涯 学 習 課 長  齊 藤 政 也  

  学 校 教 育 課 長  𠮷 田 秀 平    教 育 支 援 課 長  金 久 洋 

  博物館管理課長  家 塚 智 子    中 央 図 書 館 長  安 田 美 樹 

  教育総務課副課長  吉 川 貴 之    学校管理課副課長  佐 藤 勇 宏 

  生涯学習課副課長  渡 邉 聖 介    学校教育課副課長  藤 田 祥 尚 

  中央図書館主幹  藤 井 健 

 

（書記職員職氏名） 

教育総務課企画庶務係長  北 池 顕 子    教育総務課主任  前 田 圭 祐 

 

開       会  （午後６時３０分） 



 

 

○開会宣言 職務代理者が２月教育委員会臨時会議の開会を宣言する。 

本日、岸本教育長欠席のため、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第

１３条第２項により、教育長職務代理者である加賀爪委員が会議を進める旨

の連絡があった。 

 

○日程第１ 会議録署名委員の指名について 

職務代理者から宇治市教育委員会会議規則第１３条第３項の規定により、

小山委員を指名する。 

 

○日程第２ 会期について 

職務代理者から１日限りとする旨の提案があり、全会一致で決定する。 

 

○日程第３ 報告 

（１）文教福祉常任委員会について（令和４年２月７日） 

（２）第２次宇治市教育振興基本計画（初案）への意見募集結果及び最終

案について 

（３）宇治市子どもの読書活動推進計画（第三次推進計画）（初案）への

意見募集結果及び最終案について 

（４）第２次宇治市図書館事業計画（初案）への意見募集結果及び最終案に

ついて 

（５）宇治市学校施設長寿命化計画の策定について 

（６）宇治市教育委員会後援事業について 

 

以上６件を報告する。 

 

 

[説 明] 

（１）文教福祉常任委員会について（令和４年２月７日） 

①新型コロナウイルス感染症にかかる状況について 

 

（２）第２次宇治市教育振興基本計画（初案）への意見募集結果及び最終案について 

  初案については、昨年１１月１１日開催の第５回教育振興基本計画策定委員会で協議

した後に、１１月２５日から１２月２４日まで、パブリックコメントを実施し、９人の方

から１４件の意見があった。意見を３つに分類して、①計画の内容については９件、②取

組等の提案については２件、③要望等については３件で、本計画に修正したのが全部で２

件である。次に、資料１は第２次宇治市教育振興基本計画（初案）に対して寄せられたご

意見等の概要及び市教委の考え方を記載しているものである。左より項目にナンバーを



 

付しており、意見等の概要、ご意見に対する市教委の考え方、計画への修正の有無である。

まず、１「計画の内容」について、１番、第２章教育理念について、Well₋being について

記載されているが、初めて耳にする言葉でもあり、市民に分かりやすい言葉にならないで

しょうかという意見があった。市教委の考え方として、最終案を修正する。資料２計画の

最終案１４ページについて、世界的視野を持ち、一人ひとりの多様な幸せであるとともに、

社会全体の幸せでもある Well₋being の観点にたって」と修正した。次に、２番に第３章

施策１「非認知能力」について、例を挙げて書いてあればわかりやすい。という意見で、

資料２計画の最終案１９ページに注釈と５８ページに用語解説を追加した。計画の修正

については以上で、その他の意見として、３番に人間性の涵養は人間性を育てるのほうが

分かりやすいという意見があった。市教委の考え方として学習指導要領の考え方にも謳

われているので修正なしとしている。４番から８番が、食育の充実に関する項目で、中学

校給食の実現に関すること、地産地消に関すること等のご意見をいただいた。この意見に

関して、市教委の考え方は、給食センター方式で早期実施に努める。可能な限り地産地消

に努めるなどとしている。９番については、公民館活動の充実の項目を作ってくださいの

意見である。市教委の考え方は、公民館や生涯学習センターは、学習拠点施設や生涯学習

施設に含まれているとしている。次に、２「取組等の提案」について、１０番、中学校給

食の実施、地産地消の食材で地域との連携ができ繋がりの創出、太陽光発電やＤＩＹもの

づくり体験の取り組みの意見で、市教委の考え方として、今後の教育活動の参考とさせて

いただきますとしている。１１番は、消費者教育の実施についてのご意見で、市教委の考

え方として、消費者教育は学校教育全体で進めております。いただいたご意見は関係部署

に伝えますとしている。次に、３「要望等」について、１２番、新型コロナウイルス感染

症対策についてのご意見である。市教委の考え方として貴重なご意見として承りますと

している。１３番笠取第二小学校への通学についての意見として、市教委の考え方として

学校選択制を採用しておりませんとしている。最後に１４番、生涯学習センターの貸館イ

メージを払拭、図書館は、社会教育を推進する力をもっていただきたい。社会教育と福祉

の連携についてのご意見をいただいた。市教委の考え方として、今後の教育活動の参考と

するとしている。次に資料２計画について、初案からパブリックコメントで修正した箇所

に下線を引き、最終案として添付している。その他の主な修正箇所については、１３ペー

ジの上から５行目「ふるさと宇治」と記載しているが、初案では「お茶と歴史・文化の香

るふるさと宇治」としていた。次に、１４ページ下から２行目「計画推進の視点」と記載

しているが、初案では「基本方針」としていた。次に、１８ページ施策５の（１）「コミ

ュニティ・スクールの推進」と記載しているが、初案では「コミュニティ・スクールと地

域学校協働活動の一体的な推進」としていた。次に、２５ページ下（４）①の末尾、「保

育の質向上に努めるとともに、引き続き幼稚園のあり方について検討します。」と記載し

ているが、初案では「保育の質向上に努めます。」としていた。次に３７ページの現状と

課題の１つ目は、「学校運営協議会制度と地域学校協働活動を一体的に行うコミュニテ

ィ・スクール」と記載しているが、初案では、「コミュニティ・スクール（学校運営協議

会制度）と地域学校協働活動の一体的な推進」としていた。３８ページ施策５の（１）は、



 

１８ページと同様、「コミュニティ・スクールの推進」と記載しているが、初案では「コ

ミュニティ・スクールと地域学校協働活動の一体的な推進」としていた。また、最終案で

は、２２ページをはじめ施策ごとに目標値・指標値を設定している。目標値指標値につい

ては、本計画１２年間の目標では期間が長すぎ、達成度の焦点が分かりにくくなるため、

令和２年度の現状値と、計画の中間年にあたる令和９年度の目標値・指標値を記載してい

る。また、計画の中間年には見直しをはかる。まず、２２ページであるが、一番下のＩＣ

Ｔの定着割合以外の項目については、全国平均と比較して下回っている状況等から目標

値指標値は全国平均値としている。ＩＣＴの定着割合は効果的に活用するため１００％

としている。次に、２７ページについて、全国平均や府との比較をして目標値指標値を設

定している。なお、１つ目の人権意識の定着割合、３つ目の特別な教育的支援が必要とす

る児童生徒の個別の指導計画作成率は１００％としている。次に、３１ページについて、

一番下の中学校給食の実施以外については、全国平均を下回るため、近づくことを目標と

している。なお、中学校給食は全校実施としている。次に、３６ページについて、全国平

均と比較して上回ることを目指している。下の２つについては、施設の改修工事の進捗率

を示している。次に３９ページについて、１つ目の地域行事への参加度割合では全国平均

をめざしている。地域学校協働活動の取り組み事業数、青少年センターの利用者数、読書

をしない児童生徒の割合については、市教委において設定している。次に４４ページにつ

いて。市教委において現状値から目標値を設定している。次に４７ページについて。現状

値から目標値を設定している。なお、２月２２日開催した第６回宇治市教育振興基本計画

策定委員会では、３８ページの推進施策と主な取組の（１）コミュニティ・スクールの推

進と変更したことにより、分かりやすくすっきりしたというご意見が出た。一方では、各

施策の目標値・指標値について、項目によっては、令和９年度であったり、令和７年度で

あったり、年次が違うことに対して、ご意見があった。これに対しては、目標値の期間を

第１期中期計画の計画期間である４年に合わせるように検討を行っている。なお、本計画

（最終案）については、現在策定中の宇治市第６次総合計画と整合を図り、３月３日の文

教福祉常任委員会報告を経て３月中に策定する。 

 

［質 疑］ 

 ［委 員］パブリックコメントに対して、教育委員会の考え方を持ち、修正する箇所は修

正する等、真摯に対応していると感じた。 

 

（３）宇治市子どもの読書活動推進計画（第三次推進計画）（初案）への意見募集結果及び

最終案について 

本計画についても、先ほどの教育振興基本計画と同時期にパブリックコメントを実施

し、９人の方から２７件のご意見をいただいたところである。意見等の概要及び宇治市教

育委員会の考え方をまとめたものが、資料１で、初案から修正したものについて説明をさ

せていただく。なお、初案から修正した箇所には、下線を引いている。まず、資料１の２

ページ、１８番「ユニバーサルデザインの用語の解説が無い。」という意見に対して、資



 

料２の１３ページ３行目に「誰にとっても利用しやすいデザイン」と補足説明を追加して

いる。次に、資料１の１９番「宇治市内の公立小・中学校で１人１台配布されたタブレッ

ト端末を使って、図書館の電子図書の貸し出し体験を通じて読書習慣を推奨する。」とい

う意見に対して、資料２の３６ページ最終行に「学校と連携した電子図書館の活用」を追

加し、あわせて３６ページ下から９行目に「また、小学３年生以上の市立小中学生に電子

図書館利用者 ID を付与します。」についても追加している。次に、資料１の２０番「仕

事などでなかなか本屋に行くことも図書館に足を運ぶことも難しい子育て世代の親向け

の取り組みとして、電子図書館の充実などの取り組みもあわせて進めていって欲しいと

思います。」という意見に対して、資料２の３６ページ下から４行目「電子図書館サービ

ス」の「実施」を「充実」に修正している。また、新たな取組として、３９ページの最終

行に「視覚障害者専用電子図書館サービスの実施」を追加している。なお、最終案では、

成果指標を設定している。成果指標として、１．読書をしない児童生徒の割合を減少させ

る２．読書が嫌いな児童生徒の割合を減少させるを設定し、それぞれ令和 2 年度の現状

値と令和７年度の目標値を記載している。加えて、４８ページに、成果指標を達成させる

ための取組の指標を、設定し記載している。こちらについても、現状値と目標値を記載し

ている。本計画についても、先ほどの教育振興基本計画と同様、３月中に策定する。 

 

［質 疑］ 

 ［委 員］図書館に外国語の絵本は何か国語あるのか。 

［事務局］英語、フランス語、中国語等があったと思うが、６か国語ぐらいはある。 

 ［委 員］タガログ語や韓国語やベトナム語等もあるのか。患者にフィリピン人や中国人

やブラジル人等にも読んでもらえる図書も必要である。 

［事務局］今ある外国語の本は、寄贈によるもので、紙の外国語の図書は収集基準にはな

いため増やす予定は無い。電子書籍については、外国語の図書においている。 

 

（４）第２次宇治市図書館事業計画（初案）への意見募集結果及び最終案について 

  最終案については、パブリックコメントを実施し、意見等を踏まえて作成をしたもので

ある。まず、パブリックコメントの実施結果について、意見募集の期間は令和３年１１月

２０日から１２月１９日までの３０日間で、２５名の方々から意見があった。提出方法の

区分は記載のとおりで、意見の総数は６５件となり、「計画内容に関するもの」が４１件

でうち、ご意見を踏まえ修正したものが４件である。「その他・要望」については２４件

であった。資料１「意見等の概要及び宇治市教育委員会の考え方」について、意見の内容

と、意見に対する教育委員会の考え方、それを踏まえての計画修正の有無を一覧表にして

いる。なお、同じ趣旨のご意見については集約している。修正したものについては、下線

をつけているが、４頁、№３０の、５ 人とともに成長する図書館の、「コロナの緊急事

態宣言のときのように図書館が休館になったときでも予約図書配本サービスを継続して

ほしい。」という意見に対して、新しい生活様式に対応した図書館運営とするため、資料

２の P２１ (１)事業計画の具体的取組に「災害時等非常時における図書館サービスのあ



 

り方の検討」を追記した。同じく４頁№３５、公共図書館に関連する法律の紹介も載せて

はどうか。参考資料に「図書館の自由に関する宣言」の掲載を望む。とのご意見に対して、

資料２の２４頁に 資料２として図書館に関する法令を掲載することとしている。次に５

頁№４０、４１で用語についてのご意見をいただいたので、資料２の２３頁 資料１に用

語解説を掲載した。以上がパブリックコメントによる市民の皆様からのご意見による修

正箇所である。意見には、計画に反映するに至らないまでも、今後の図書館運営の参考と

なるご意見が多数あった。一方で、図書館の増設や大規模な改修を伴う要望等もあったが、

これらについては本計画自体が図書館のソフト面を中心とした計画であるため、今回の

最終案には反映していない。その他、初案からの修正箇所として１３頁（４）学校等との

連携に小学３年生以上の市立小中学生に電子と図書館利用者 ID を付与し、学校と連携し

て電子図書館の活用を進めますと追加した。また１９頁の９行目、これは要配慮者へのサ

ービス充実の具体的取組項目であるが、障害者専用電子図書館サービスの実施を追加し

ている。さらに、２２頁に取組みの指標を掲載した。本計画を推進するにあたり、進捗の

参考とするために６項目を設定した。第２次計画では、この指標を目標に事業を推進する。

その他、語句の修正などを加えて最終案とし、３月３日の文教福祉常任委員会での報告を

経て、３月末までに策定する予定としている。 

 

［質 疑］ なし 

 

（５）宇治市学校施設長寿命化計画の策定について 

まず、本計画の策定の背景として、国のインフラ施設長寿命化計画を取り上げている。

インフラ施設についての基本的な考え方は、必要な改修を行えば、施設を長く使うことが

十分可能であるということ、また、短いスパンで作り直すことは、財政的な面でも困難で

あるため、施設を戦略的に維持管理・更新していく、具体的には、予防改修を含めて周期

的に長寿命化改修を行うことで、予算の平準化を図るというものである。学校施設におい

ても、全国的に築年数が経過した施設が多くを占める中で、文部科学省がモデル的な計画

を示しており、本市もこれに沿った形で本計画を策定している。次に、本市の学校施設で

あるが、建築後３０年以上を経過しているものが全体の８割を占めている状況である。計

画の位置づけは、本計画は、宇治市全体の公共施設の基本的な方針を取りまとめた、「宇

治市公共施設等総合管理計画」の学校施設における部分計画、個別計画となる。また、対

象期間については、文部科学省のモデルに沿った期間の４０年間としている。長期の計画

であるため、令和３年度に、本市の第６次総合計画期間の１２年間を加えた前半１３年間

は、具体的な数字を示し、後半の２７年間については想定・試算ベースとしている。つぎ

に、６ページ・７ページについて、本市の人口、児童生徒数について、推移と推計を示し

ている。人口は今後減少傾向にあり、４０年後の児童生徒数は、現在の概ね６割程度にな

るのではないかと予測している。次に、１０ページについて、延べ床面積ベースの建設年

度別の割合を示しており、２０年以上経過したものが９０％、３０年以上が８５％、４０

年以上が７０％を超える状況であり、施設の老朽化が進んでいる現状を示している。次に、



 

１３ページについて、劣化度の調査結果で、棟毎に評価を学校別に並べて表記している。

評価基準は、Ａ～Ｄで、学校の長寿命化の中で、一つの目安となる８０年間の使用として

も、４０年を超えている建物が７割を超えている現状でもあり、Ｃが数多くを占めており、

全体的に改修を入れていく必要があることを示している。１４から１７ページが調査結

果、１８から２１ページが項目毎の評価まとめている。次に、２４ページについて、こち

らからは、施設整備の基本的な考え方を示しており、学校施設の目指すべき姿として、①

将来にわたって安全・安心な学校 ②児童生徒数に合わせた学校 ③快適な教育環境を

備えた学校 ④地域とともにある学校をあげ、それぞれの方向性を示している。また、次

のページに施設整備の基本的な考え方として、まず、①に各小中学校施設の長寿命化を掲

げ、宇治市の学校施設は、必要な長寿命化改修を行った上で、耐用年数を原則８０年とし

て設定する。２つ目に学校規模・配置の適正化、小中一貫校の整備の検討をする。３つ目

に、具体的な改築については、安全・安心の確保を第一に、施設の劣化状況、学校規模の

適正化、トータルコスト縮減、予算の平準化を総合的に判断し、実施する。２６ページに

ついて、国の建物更新の考え方を図示している。２)の長寿命化型では、築年数２０年後

に予防保全改修、築年数４０年後に長寿命化改修、築年数６０年後に予防保全改修、築年

数８０年に改築を実施する考え方となっている。本市においても、これまでから取り組ん

できた改修に加え、第６次総合計画期間の令和４年度から令和１５年度の間に集中的に

長寿命化改修を行うものとし、その後築年数に応じて６０年目の改修を行った上で、８０

年の使用を想定している。次に、２７ページについて、長寿命化の中で早期に実施すべき

項目として、屋上防水・屋根改修・外壁改修等、今後の検討項目として、ＬＥＤ化、空調

の更新等を挙げている。次に、２９ページに長寿命化工事の具体的な改修項目を挙げてお

り、防水・屋根・外壁の項目、内部外部の建具、電気・機械等設備の項目となっている。

実際の工事にあたっては、現況を詳細に確認し、安全・安心に係る項目を必須とし、快適

性の向上に係る項目を予算の範囲内で実施していくことと考えている。次に、具体的な計

画として、３２ページ図の４－１が４０年間のイメージである。先ほども述べたが、計画

は前半１３年間が数値を置いたより具体的な期間、後半２７年間が想定期間という形で

策定している。学校施設は、原則８０年間の使用を続けるものとし、この期間に整備を予

定している西小倉地域小中一貫校を除き、第６次総合計画の期間である令和１５年度を

目途に、１３年間で長寿命化改修を実施する。計画前半の当初１３年間の事業費見込みが

その下の表４－１で、第６次総合計画期間に長寿命化改修費として１２０億円、西小倉地

域小中一貫校の整備費として６０億円を見込んでいる。その他、耐震改修、例年ベースと

して修繕費・光熱水費を見込み、１３年間合計で２４０億円となっている。なお、西小倉

地域小中一貫校の整備には既存の３小学校・１中学校の解体費を見込んでいる。次に、３

３ページが４０年間の年別事業費想定をグラフで示したものであるが、この中では、第６

次総合計画期間に長寿命化改修を終えた後、古いものから順次建て替えを想定しており、

築８０年建て替えを平準化し、具体的には、７０～９０年の間で建て替えをしていくイメ

ージとなっている。次ページ、３４ページについて、本計画では、文部科学省のモデルを

ベースに、長寿命化をしない３４ページの６０年改修の従来型シミュレーションと、長寿



 

命化をした場合の３５ページの８０年改修の長寿命化型シミュレーションを作成してお

り、計画期間４０年間におけるコスト比較では長寿命化型が有利だが、単純に８０年に延

ばすのみであれば、２０年後に同様に改築が集中してしまうことになる。３６ページには

本計画で採用する宇治市型の試算も含め、それぞれの経費比較を載せている。３７ページ

には、フォローアップをまとめており、必要な時期に適宜見直していくイメージを掲げて

いる。 

 

［質 疑］ 

 ［委 員］劣化状況の評価について、評価の仕方は理解できるが、２０ページの電気整備

と機械整備の鑑定結果は経過年数だけで判定結果を出しているのか。 

［事務局］電気設備と機械設備は経過年数で判定しているが、目視で確認できる箇所は目

視も判断基準として判定している。 

 

（６）宇治市教育委員会後援事業について 

こども夢の商店街実行委員会主催のこども夢の商店街ほか１件、計２件の事業につい

て後援した。 

 

〇日程第４  議案第５号 宇治市立小・中学校体育施設の開放に関する規則の一部を改

正する規則を制定するについて 

 

［説 明］  本規則は、社会体育の普及と振興等のために、学校の施設を学校教育に支

障のない範囲で一般市民の利用に供することを目的とし、体育施設開放事

業の団体利用者は、開放校区内に在住する満２０歳以上の代表者を有する

ことが利用条件の一つとなっている。令和４年４月１日から成年年齢が１

８歳になることに伴い、代表者の年齢条件について、満２０歳以上を成人に

改正を行うものである。併せて、その他字句の整理等所要の改正を行うもの

である。 

 

［質 疑］ なし 

［討 論］ なし 

 ［採 決］ 採決の結果、全会一致で可決する。 

 

〇日程第５  議案第６号  令和４年度宇治市教育の重点を策定するについて 

 

［説 明］  本件は、２月４日開催の定例教育委員会協議会において「案」をお示しし

ご説明しており、委員の皆様からの貴重なご意見を踏まえ、本日、ご提案を

するものである。「宇治市教育の重点」については、本市の各小中学校・園

による教育や社会教育の進捗状況を把握し、本市教育の重点事項を示すと



 

ともに、教育活動の指針とするため策定するものである。令和４年度の重点

については、京都府教育委員会において示された「第２期京都府教育振興プ

ラン」及び、現在作成中である「第２次宇治市教育振興基本計画」の基本理

念等を踏まえた内容としている。別紙１を案として、本編と資料編を示して

いる。また、別紙２では、それぞれの構成と、意見等を受けて、変更等を行

った内容について、示している。別紙２に示すように、前年度からの変更と

して、本編を６ページからなるリーフレット型、そして、本編を補足する資

料編として、冊子型に作成をしており、今後は、資料編をデータ化し、本編

に記載する二次元コードからも読み取れるように工夫する。本編の内容に

ついて、まず表面中央に「宇治市教育の方針」を記載しており、「第 2 次宇

治市教育振興基本計画」の計画期間を念頭に置いた中長期的方針として、文

言を整理している。次に、「学校教育の重点取組事項」「社会教育の重点取組

事項」では、特に令和４年度の重点取組事項として、テーマを掲げ、テーマ

ごとに取り組む内容を示すことで、「見える化」を図り、学校等において作

成される経営計画にも反映されることを期待した内容・表記となっている。

「学校教育の重点取組事項」においては「感染症対策を講じた学校教育の推

進」「ICT 教育の推進」「コミュニティ・スクールの推進」「小中一貫教育の

推進」「子育ち支援の取組推進」そして「信頼される教育の創造・取組推進」

についてそれぞれ整理しており、「社会教育の重点取組事項」においては、

「市民が学び合う生涯学習社会の進展」「家庭・学校・地域の連携協働促進」

「歴史と文化の継承・活用」について整理している。裏面については「第 2

次宇治市教育振興基本計画」第 3 章「学び教育プラン」に示された 7 つの

施策とめざす姿に向けて取り組む関連事項等を示しており、園学校等にお

ける具体的な取組が見えるように構成している。続いて、別紙１の７ページ

からになる資料編の構成については、令和３年度まで「本編」として構成し

てきたものをベースに加筆修正しており、本編を補足するものとして、それ

ぞれの取組主旨や考え方等を示している。また、7 つの施策との関連性にも

配慮しページを配分している。新規ページとしては、１４ページの「宇治学」

と３０ページの「コミュニティ・スクール」を追加しており、今まで「進路

指導」としていたところを２３ページの「キャリア教育」、「教職員の使命と

責任」「教職員研修」を２９ページの「教職員の資質能力の向上」と構成し、

それぞれの文言を整理している。なお、施策との関連を見やすくするために、

それぞれのページには施策名と SDGs アイコンを示している。 

 

［質 疑］ なし 

［討 論］ なし 

 ［採 決］ 採決の結果、全会一致で可決する。 

 



 

〇日程第６  議案第７号  教職員を任免するについて 

 

職務代理者より、本件は人事の案件であるため、地方教育行政の組織及び運営に関する

法律第１４条第７項の規定により非公開とする旨の提案があり、全会一致で決定する。 

 

［説 明］  本議案は、定期人事異動に伴う府費負担教職員の管理職の任免について、府

教育委員会に内申するため、宇治市教育委員会事務委任等に関する規則第２

条第１項第１号に基づき提案するものでる。 

小学校長人事としては、菟道第二小学校長 井上浩
ひろし

、南小倉小学校長 安

田哲
てつ

朗
ろう

、西大久保小学校長 河野收、平盛小学校長 浦田雅彦
まさひこ

、宇治小学校(兼)

黄檗中学校長 市橋公也
き ん や

、南部小学校長 三上誠一
せいいち

、木幡小学校長 田中

多賀子
た か こ

が定年退職する。菟道第二小学校長の後任として、現山城教育局指導主

事 俣野岳
たけし

を転補する。北槇島小学校長の後任として、現大開小学校教頭 吉

田周
ひろ

晃
あき

、伊勢田小学校長の後任として、現北小倉小学校教頭 立原隆
たか

弥
や

、南小

倉小学校長の後任として、現南小倉小学校教頭 手塚ゆかり、西大久保小学校

長の後任として、現京都教育大学准教授 西祐子
ゆ う こ

、南部小学校長の後任として、

現南部小学校教頭 姫野裕美子
ゆ み こ

、木幡小学校長の後任として、現宇治市教育委

員会教育部教育支援センター学校教育課 副課長 藤田祥
よし

尚
たか

を採用する。な

お、平盛小学校長 浦田雅彦
まさひこ

は、平盛小学校で、宇治小学校(兼)黄檗中学校長 

市橋公也
き ん や

は、宇治小学校(兼)黄檗中学校で再任用とする。 

中学校長人事としては、宇治中学校長 田中康
やすし

、北宇治中学校長 吉田英司
え い じ

、

南宇治中学校長 村上善
よし

輝
てる

、東宇治中学校長 岩場利
とし

知
のり

が定年退職する。宇治

中学校長の後任として、現槇島中学校長 不破真紀
ま き

、北宇治中学校長の後任と

して、現北槇島小学校長 山田裕一
ひろかず

、槇島中学校長の後任として、現西小倉中

学校長 平岡順一
じゅんいち

、東宇治中学校長の後任として、現伊勢田小学校長 山根

徳子
の り こ

を転補する。西小倉中学校長の後任として、現黄檗中学校(兼)宇治小学校

副校長 上田智子
と も こ

、南宇治中学校長の後任として、現南宇治中学校教頭 小野

由美子
ゆ み こ

を採用する。副校長人事としては、黄檗中学校(兼)宇治小学校副校長の

後任として、現東宇治中学校教頭 杉本清彦
きよひこ

を昇任転補する。小学校教頭人事

としては、神明小学校教頭 上口俊
とし

幸
ゆき

が普通退職する。現西小倉小学校教頭 

坂上敬宣
さかうえ たかのぶ

が形式退職し、宇治市教育委員会総括指導主事として、また、現御

蔵山小学校教頭 天
てん

花寺
げ い じ

裕
ゆたか

が形式退職し、宇治市教育委員会総括指導主事と

して京都府教育委員会から割愛する。神明小学校教頭の後任として、現笠取小

学校教頭 中村亘
のぶ

宏
ひろ

、南小倉小学校教頭の後任として、現岡屋小学校教頭 向

井毅
つよし

、大久保小学校教頭の後任として、現木幡小学校教頭 瀬戸俊
しゅん

輔
すけ

、宇治

小学校(兼)黄檗中学校教頭の後任として、現小倉小学校教頭 坂一
かず

真
ま

、南部小

学校教頭の後任として、現西大久保小学校教頭 飯田晴
はる

孝
たか

、岡屋小学校教頭の

後任として、現木幡中学校教頭 加藤洋之
ひろゆき

、木幡小学校教頭の後任として、現



 

宇治小学校(兼)黄檗中学校教頭 澤山恵美
え み

、御蔵山小学校教頭の後任として、

現大久保小学校教頭 葛山雅
まさし

を転補する。大開小学校教頭の後任として、現

相楽東部広域連合立笠置小学校教諭 西村亮
りょう

を昇任・転任する。菟道第二小

学校教頭の後任として、現菟道第二小学校教諭 白井一
かず

範
のり

、西大久保小学校教

頭の後任として、現西大久保小学校教諭 瓜生
うりゅう

貴士
た か し

を昇任する。伊勢田小学校

教頭の後任として、現北槇島小学校教諭 大空幸恵
ゆ き え

、西小倉小学校教頭の後任

として、現大久保小学校主幹教諭 奥山紀子
の り こ

、北小倉小学校教頭の後任として

現神明小学校教諭 千々岩香織
か お り

、笠取小学校教頭の後任として、現宇治小学校

(兼)黄檗中学校主幹教諭 丸尾章
あき

弘
ひろ

を昇任・転補する。小倉小学校教頭の後任

として、現宇治市教育委員会教育部教育支援センター教育支援課指導主事 

永島律子
り つ こ

を採用する。中学校教頭人事としては、現槇島中学校教頭 松野直記
な お き

が城陽市立南城陽中学校教頭として転任する。槇島中学校教頭の後任として、

現菟道第二小学校教頭 石田京
きょう

美
み

、南宇治中学校教頭の後任として、現西宇

治中学校教頭 大川透
とおる

を転補する。北宇治中学校教頭の後任として、現北宇

治中学校主幹教諭 須田雄一
ゆういち

、西宇治中学校教頭の後任として、現西宇治中学

校教諭 大石充士
あ つ し

を昇任する。木幡中学校教頭の後任として、現広野中学校主

幹教諭 清水智
もと

博
ひろ

を昇任・転補する。 

 

［質 疑］ 

  ［委 員］女性管理職の割合はどうか。 

［事務局］中学校長だけでも５名となっており、ここ数年で人数が増えている。 

［討 論］ なし 

 ［採 決］ 採決の結果、全会一致で可決する。 

 

○閉会宣言 職務代理者が２月教育委員会臨時会の閉会を宣言する。 

 

閉       会  （午後７時３０分） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


